
情報通信審議会 情報通信政策部会（第２６回）議事概要 

 

１ 日 時 

  平成 19 年 6 月 26（火） 15 時 00 分～16 時 28 分 

 

２ 場 所 

  第１特別会議室（総務省８階） 

 

３ 出席者（敬称略） 

(1) 委員 

村上 輝康（部会長）、大谷 和子、大山 永昭、長村 泰彦、 
清原 慶子、清水 英一、関根 千佳、髙畑 文雄、滝 久雄、 
竹中 ナミ、安田 雄典 

 （以上１１名） 

 

(2) 臨時委員 

   村井 純 

 

(3) 事務局 

   山根情報通信政策局総務課長 

 

(3) 総務省 

鈴木情報通信政策局長、寺﨑政策統括官、勝野審議官、中田審議官、 

秋本総合政策課調査官、小笠原コンテンツ流通促進室長、 

吉田放送政策課長、大久保放送技術課長、安藤地上放送課長、 

吉田地上放送課企画官 

 

４ 議 題 

(1) 諮問事項 

ア．生産性向上のための ICT 共通基盤の整備方策について 

【平成 19 年６月 11 日付け 諮問第１１号】 

 

審議の結果、新たに設置する「ICT による生産性向上に関する検討委員

会」において調査検討し、本件諮問の審議を進めることとした。 

 



【内容】 

平成 19 年４月 20 日に総務省において、策定・公表した「ＩＣＴ改革促

進プログラム」を受け、オープンで総合的なコード体系の在り方、業種・

業界横断での電子タグの導入・普及方策、ＡＳＰ・ＳａａＳの普及促進・

高度化方策等、生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤の整備方策について、

調査審議を行うもの。 

 

イ．「コンテンツ競争力強化のための法制度」の在り方について 

【平成 19 年６月 14 日付け 諮問第１２号】 

 

審議の結果、既存の「デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検

討委員会」において調査検討し、本件諮問の審議を進めることとした。 

 

【内容】 

平成 19 年５月 22 日に総務省において、策定・公表した「ＩＣＴ国際競

争力強化プログラム」を受け、 

① グローバル市場で競争力を持つ放送番組などのコンテンツの製作と、

そのマルチユースを促進し、透明でオープンな取引市場を形成すること 

② その成果をクリエーターや利用者に適切に還元していくこと 

などの観点から、コンテンツの競争力の一層の強化を図るための法制度

の在り方について、調査審議を行うもの。 

 

(2) 議決事項 

   委員会の設置及び所掌の変更について 

 

諮問第１１号、「生産性向上のための ICT 共通基盤の整備方策」について

の調査検討のため、新たに下記の委員会を設置した。 

 

＜新たに設置した委員会＞ 

ＩＣＴによる生産性向上に関する検討委員会 

   また、諮問第１２号、「「コンテンツ競争力強化のための法制度」の在り

方」についての調査検討のため、下記の委員会の所掌を変更した。 

 



＜所掌を変更した委員会＞ 

デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会 

 

(3) 報告事項 

   ア．「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべ

き役割」に関する検討状況報告【平成 16 年１月 28 日付け 諮問第８号】 

 

「地上デジタル放送推進に関する検討委員会」より検討状況の報告があ

った。 

 

【内容】 

平成 18 年８月の第三次中間答申以降の委員会での検討状況について、ア

ナログ放送の停波・デジタル放送への全面移行まで４年余りとなったこと

から、 

   ① アナログ放送でカバーしていた地域に１００％デジタル放送を送り届

けること、 

② すべての世帯で受信設備がデジタル対応に置き換わること 

の取組を加速するとの観点から議論が行われている旨、また、そのため

に国や放送事業者はもちろん、その他のあらゆる分野の方々、あるいは総

務省以外の他省庁との連携が必要であること、できることを 2010 年までに

解決すること等の基本方針及び個別の課題についての報告。 

 

イ．「デジタル・コンテンツの流通の促進等」に関する検討状況報告 

【平成 13 年３月 28 日付け 諮問第３号及び平成 16 年１月 28 日付け  

  諮問第８号】 

 

「デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会」より検討

状況の報告があった。 

 

【内容】 

   いわゆる「コピーワンス」の改善の在り方、コンテンツ取引市場の形成

と、取引の活性化に向けた具体策の在り方について検討を行っている旨、

また、このような課題に係る方向性の検討にあたり、これまで議論されて

きた課題や検討状況についての報告。 



 

本部会にて配付された資料をご覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて 

公開しておりますのでご覧ください。【配付資料】 

 

担当：総務省情報通信政策局総務課情報通信審議会係 徳部、頓所 

電話  ０３－５２５３－５６９４ 

ＦＡＸ ０３－５２５３－５７１４ 

メール t-council@ml.soumu.go.jp
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情報通信審議会 情報通信政策部会（第２６回）議事概要


１　日　時


　　平成19年6月26（火）　15時00分～16時28分


２　場　所


　　第１特別会議室（総務省８階）


３　出席者（敬称略）


(1) 委員


村上　輝康（部会長）、大谷　和子、大山　永昭、長村　泰彦、


清原　慶子、清水　英一、関根　千佳、髙畑　文雄、滝　久雄、


竹中　ナミ、安田　雄典

　（以上１１名）

(2) 臨時委員


　　　村井　純

(3) 事務局


　　　山根情報通信政策局総務課長

(3) 総務省


鈴木情報通信政策局長、寺﨑政策統括官、勝野審議官、中田審議官、

秋本総合政策課調査官、小笠原コンテンツ流通促進室長、

吉田放送政策課長、大久保放送技術課長、安藤地上放送課長、

吉田地上放送課企画官

４　議　題

(1) 諮問事項

ア．生産性向上のためのICT共通基盤の整備方策について

【平成19年６月11日付け 諮問第１１号】

審議の結果、新たに設置する「ICTによる生産性向上に関する検討委員会」において調査検討し、本件諮問の審議を進めることとした。

【内容】

平成19年４月20日に総務省において、策定・公表した「ＩＣＴ改革促進プログラム」を受け、オープンで総合的なコード体系の在り方、業種・業界横断での電子タグの導入・普及方策、ＡＳＰ・ＳａａＳの普及促進・高度化方策等、生産性向上のためのＩＣＴ共通基盤の整備方策について、調査審議を行うもの。

イ．「コンテンツ競争力強化のための法制度」の在り方について

【平成19年６月14日付け 諮問第１２号】


審議の結果、既存の「デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会」において調査検討し、本件諮問の審議を進めることとした。

【内容】

平成19年５月22日に総務省において、策定・公表した「ＩＣＴ国際競争力強化プログラム」を受け、

①　グローバル市場で競争力を持つ放送番組などのコンテンツの製作と、そのマルチユースを促進し、透明でオープンな取引市場を形成すること

②　その成果をクリエーターや利用者に適切に還元していくこと


などの観点から、コンテンツの競争力の一層の強化を図るための法制度の在り方について、調査審議を行うもの。

(2) 議決事項


　　　委員会の設置及び所掌の変更について


諮問第１１号、「生産性向上のためのICT共通基盤の整備方策」についての調査検討のため、新たに下記の委員会を設置した。


＜新たに設置した委員会＞


ＩＣＴによる生産性向上に関する検討委員会

　　　また、諮問第１２号、「「コンテンツ競争力強化のための法制度」の在り方」についての調査検討のため、下記の委員会の所掌を変更した。

＜所掌を変更した委員会＞

デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会


(3) 報告事項

　　　ア．「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割」に関する検討状況報告【平成16年１月28日付け 諮問第８号】

「地上デジタル放送推進に関する検討委員会」より検討状況の報告があった。

【内容】

平成18年８月の第三次中間答申以降の委員会での検討状況について、アナログ放送の停波・デジタル放送への全面移行まで４年余りとなったことから、

　　　①　アナログ放送でカバーしていた地域に１００％デジタル放送を送り届けること、

②　すべての世帯で受信設備がデジタル対応に置き換わること

の取組を加速するとの観点から議論が行われている旨、また、そのために国や放送事業者はもちろん、その他のあらゆる分野の方々、あるいは総務省以外の他省庁との連携が必要であること、できることを2010年までに解決すること等の基本方針及び個別の課題についての報告。

イ．「デジタル・コンテンツの流通の促進等」に関する検討状況報告
【平成13年３月28日付け 諮問第３号及び平成16年１月28日付け 
  諮問第８号】

「デジタル・コンテンツの流通の促進等に関する検討委員会」より検討状況の報告があった。

【内容】

　　　いわゆる「コピーワンス」の改善の在り方、コンテンツ取引市場の形成と、取引の活性化に向けた具体策の在り方について検討を行っている旨、また、このような課題に係る方向性の検討にあたり、これまで議論されてきた課題や検討状況についての報告。

本部会にて配付された資料をご覧になりたい方は、総務省ＨＰにおいて


公開しておりますのでご覧ください。【配付資料】

担当：総務省情報通信政策局総務課情報通信審議会係　徳部、頓所


電話　　０３－５２５３－５６９４


ＦＡＸ　０３－５２５３－５７１４


メール　t-council@ml.soumu.go.jp

